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１ 出席者 

  （委  員）塩谷会長、大泉委員、加藤卓哉委員、轡田委員（代理 今泉 氏）、 

小林委員（代理 瀧本 氏）、瀬田委員、高瀬委員、高谷委員（代理 佐藤 氏）、 

立谷委員（代理 小松 氏）、中田委員、馬場委員（代理 渡邉 氏）、早矢仕委員、 

伴場委員、樋口委員、前澤委員、和田委員      計 16名（途中出席 1名）  

  （福 島 県）企画調整部長、企画調整部政策監、復興・総合計画課長、復興・総合計画課主幹

兼副課長、復興・総合計画課主幹、土地・水調整課長、土地・水調整課主幹兼副

課長 （以上事務局） 

        総務部政策監、風評・風化対策監兼知事公室長、危機管理部部参事（兼）危機管

理課課長、企画調整課主幹（企画調整担当）、避難地域復興局次長（復興担当）、

文化スポーツ局次長、生活環境部政策監、生活環境部企画主幹、保健福祉部政策

監、保健福祉部企画主幹、こども未来局次長、商工労働部政策監、観光交流局次

長、農林水産部政策監、農林水産部企画主幹兼副課長、土木部企画主幹、出納局

次長、企業局次長、病院局次長、教育庁企画主幹兼副課長、警察本部総務課管理

官、県北地方振興局次長、県中地方振興局企画商工部長、県南地方振興局企画商

工部主幹兼副部長兼地域づくり･商工労政課長、会津地方振興局次長、南会津地

方振興局次長兼企画商工部長、相双地方振興局企画商工部主幹兼副部長兼課長、

いわき地方振興局企画商工部主幹兼副部長兼地域づくり･商工労政課長 

自然保護課主幹兼副課長、農業担い手課農業課長、森林計画課主幹、森林保全課

主幹兼副課長、都市計画課長（土地利用計画法 関連 5法担当課） 

２ 諮問 

福島県土地利用基本計画の一部変更について 

３ 議題 

（１）福島県土地利用基本計画の一部変更について 

（２）総合計画の推進について 

 ４ 決定事項・確認事項 

（１）福島県土地利用基本計画の一部変更について、事務局から説明があり、これを適当と認め、

その旨答申することが了承された。 （答申書については、会長に一任された） 

（２）「総合計画審議会からの意見に対する県の対応方針」に基づく施策への反映状況、「地域懇談

会での意見」等に基づく施策への反映状況、復興計画（第３次）の策定、福島県人口ビジョ

ン ふくしま創生総合戦略の策定について、事務局から説明があり、質疑が行われた。 

平成 28年度の総合計画の推進について、事務局から説明があり、了承された。 

５ 発言者名、発言者ごとの発言内容 

      以下のとおり 
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福島県総合計画審議会                         （平成 28年 4月 27日） 

 

 

司会（佐藤主幹） 

 

 

 

 

 

 

司  会 

企画調整部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――開 会―― 

 本日はご多忙のところ福島県総合計画審議会にお集まりいただきありがとう

ございます。 

 私、本日の進行役を務めさせていただきます企画調整部復興・総合計画課の佐

藤でございます。よろしくお願いいたします。 

 定刻になりましたので、ただ今から福島県総合計画審議会を開催いたします。 

 

――部長あいさつ―― 

 はじめに企画調整部長の伊藤よりごあいさつを申し上げます。 

 総合計画審議会の開催にあたり一言ごあいさつを申し上げます。 

 委員の皆様には、お忙しいなか、また、ご多忙中のなか、ご出席いただきまし

てありがとうございます。日ごろより県政の伸展にご協力をいただきまして厚く

御礼を申し上げます。 

 私事になりますが、３年前、隣の櫻井と同じ企画調整部の政策監をさせていた

だいておりました。24 年の 12 月に現在の総合計画、さらに、復興計画の第２次

の改定を行ったところでございます。 

 その中で、今日、塩谷会長はじめ何人かの委員の方にもいろいろご議論いただ

いた訳ですけれども、やはり、福島県の施策、一生懸命頑張っているのだけれど

もわかりにくいというお話をいただいたところで、総論としてしっかりやってい

るのだけれども、県民は誰もわかっていないというようなお話をいただいたとこ

ろでございます。 

 その後、福島県におきましては、「新生ふくしま復興推進本部」を設置いたし

まして、特に、色々な施策をどんどん前に向けてやっていく、あるいは風評・風

化対策の戦略をつくって県内外あるいは国外に対してしっかりと発信をしてい

くというような取組をしてきたところでございます。 

 この審議会においてご審議をいただき、昨年の 12 月に復興計画の第３次を決

定をしたところでございます。また、昨年は避難地域 12 市町村の将来像につい

て検討する会議を復興庁で復興大臣のもとで開催をいたしまして、30 年から 40

年後の姿について将来像を描くというような取組みをしたところでございます。

また、本県の地域創生・人口減少対策につきましては、「ふくしま創生総合戦略」

を策定するなど、いろいろな形で本県の将来の姿を描いていくという取組みをし

たところでございます。 

 本年度は、その将来像を描いた姿を具体的に示していく大切な第一歩になる年

だというふうに考えてございます。今年の春も、イノベーション・コースト構想

の中で中核となります楢葉町の遠隔技術開発センター試験棟が完成をいたしま

した。いわゆるモックアップ施設でございます。また、浜地域の浜地域農業再生

研究センターの開所など、将来を形づくる明るい兆しが現れているところでござ

います。 



- 3 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

司  会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

塩谷会長 

 

 

 

 その一方で、依然として県内外に避難をされている方が約 10 万人いらっしゃ

る、あるいは福島第一原子力発電所の汚染水対策がまだしっかりと先が見えてい

ない、廃炉の見通しも立たない、また、除染の問題、それから森林の除染の問題

についても国等に対して強く申し上げているところですが、しっかりとした道筋

が示されていない。それから、避難地域の避難指示の見通し、そういうものも示

されていない。また、医療・介護の人材確保についてもなかなか難しいという、

そういう状況もございます。さらに風評も非常に強いという多くの課題を抱えて

いるところでございます。 

 こうしたなか、今年度から復興・創生期間として、新たな５年のスタートにな

るわけですけれども、本県といたしましては、財源をしっかり確保するというこ

とで、被災３県とともにしっかり昨年交渉を進めてきたところであります。３県

で５年間で 6.5兆円という財源の確保がされたところでありますけれども、具体

的にそれが本県にきちんと確保できるのかどうか、これは今年がまさに正念場に

なるというふうに考えております。 

 こういった本県の現状や課題に対しまして、委員の皆様からそれぞれの立場で

忌憚のないご意見あるいはご提案をいただきまして、実効性のある施策展開がで

きるよう努めてまいりますので、どうぞ本日も色々な忌憚のないご意見をいただ

ければと思います。本日もお世話になります。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

――審議会委員一部変更の報告―― 

 新年度を迎えまして審議会委員に一部変更がございましたのでご報告を申し

上げます。 

 昨年度まで委員を務めていただきました芳見弘一委員ですが、一身上の都合で

本年度は辞任ということになりまして、新たに早川正也委員にご就任をいただい

ております。なお、早川委員におかれましては、本日はご都合により欠席という

ことになってございます。 

 また、昨年度におきましては、復興計画の見直しに関する審議を行うため、本

審議会に５名の特別委員を設置しておりましたが、平成 28年３月 31日をもって

任期を満了されていますので併せてご報告を申し上げます。 

 前回から引き続きご就任いただいております委員の皆様におかれましては、改

めまして今任期中もよろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、審議会の会長であります塩谷会長よりごあいさつをお願いいたし

ます。 

 

――会長あいさつ―― 

 皆さん、こんにちは。会長の塩谷です。議事に入ります前に一言ごあいさつを

申し上げたいと思います。 

 まずは今回の熊本地震で犠牲になられた方々、あるいは被災された皆さんに、

心からお見舞いを申し上げたいというふうに思います。既に福島県からは、自治

体、大学、民間、さまざまなフェーズで支援が入っているというふうに伺ってい
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ます。福島の経験が熊本のいち早い復興に役立つことを心から願っているところ

であります。 

 さて、目を福島県に移しますと、先ほど部長さんからもお話がありましたけれ

ども、明るい側面と大きな課題という両側面があるかなというふうに思っていま

す。ご存じのように、平成 31 年度末にはＪＲ常磐線が全面開通の見通しであり

ます。他方で、これから避難指示解除が本格化し帰還すると、その帰還に対して

の対応とともに、帰還できない方への対応というのもしっかりしていかなければ

いけないかなというふうに思っているところであります。 

 この総合計画審議会ですけれども、復興ということを基本としつつ、やはり福

島県の将来像を考えるというのがこの審議会の役割だと思います。後ほどお話が

あると思いますけれども、昨年度、福島県では人口ビジョン「ふくしま創生総合

戦略」という計画を立てました。復興計画とこの総合戦略、２つの実行計画とし

まして、その上位に立つ総合計画の管理・進行をしていくということになります。

これから本格的な人口減少社会を迎えるわけですけれども、数十年先に福島県が

持続可能な地域であり続けるために、ぜひ皆様のお力をいただければというふう

に思います。今年度もどうぞよろしくお願いします。 

 ありがとうございました。 

 

――諮 問―― 

 では、次第の３、諮問になります。ここで、「福島県土地利用基本計画の一部

変更について」、知事から当審議会に諮問がございます。恐れ入りますが、塩谷

会長、伊藤部長、よろしくお願いいたします。 

 国土利用計画法の規定に基づきまして、福島県土地利用基本計画の一部変更に

ついて貴審議会に諮問いたします。どうぞよろしくお願いいたします。 

（諮問文手交） 

 確かに承りました。 

 では、これ以降の進行は審議会の塩谷会長にお願いしたいと存じます。よろし

くお願いいたします。 

 

――議 事―― 

 それでは、ここからは私のほうで議事の進行を務めさせていただきます。 

 議事に先立ちまして定足数の確認を行います。現時点で 25名の委員中 15名が

出席されておりますので、本審議会は有効に成立しております。 

 続きまして、議事録署名人を２名選びたいと思いますけれども、私のほうから

ご指名申し上げてよろしいでしょうか。 

（「異議なし」という声あり） 

 それでは、お一方は伴場委員、もうお一方は高瀬委員にお願いしたいと思いま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。 
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――議事１ 福島県土地利用基本計画の一部変更について―― 

 それでは議事に入りたいと思います。議事１、「福島県土地利用基本計画の一

部変更について」、事務局から説明をお願いします。 

 土地・水調整課長の小池と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 前回、土地利用基本計画の一部変更について、前回は２年前、２月に開催され

たというようなことで、昨年度に委員の方々が改選されているということでござ

いますので、簡単にご説明をさせていただきます。 

 まず、この審議会、総合計画審議会としておりますけれども、平成 15年 11月

に総合開発審議会、いわゆる総合計画等を審議する審議会と、国土利用計画、ま

さに土地利用基本計画ですが、国土利用計画審議会、この２つが一緒になってご

ざいます。そういった経過の中で、今回、土地利用基本計画の一部変更を説明さ

せていただきます。 

 まずはじめに、この土地利用基本計画の概要について説明させていただきたい

と思います。参考資料の１、最後になっておりますけれども、こちらの１ページ

をご覧いただきたいと思います。 

 土地利用基本計画ということですけれども、これは国土利用計画第９条に基づ

きまして、国土利用計画の全国計画及び県計画を基本として定められているとい

うようなものでございます。内容が、計画図、いわゆる地図でございますが、そ

れと計画書からなっています。計画図は、土地利用を規制する法律に対応した５

つの地域がございます。都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域、自然保

全区域、こういった選定状況を５万分の１の地形図に示したというようなもので

ございます。計画書というものについてですが、土地利用の調整指導方針、例え

ば、これからご説明をいたしますが、こういった都市とか農業、森林など、いく

つかエリアが重複する場合がございます。そういう重複した場合にどちらの地域

の土地利用を優先するのかというようなことについて記載されているというも

のでございます。この計画は当該地域での規制状況を地形図に一覧に表示すると

いうことで、土地の利用者、業者などが中心になるわけですけれども、こういっ

た方々の便宜、この地図でどういう規制がかかっているのかというのをおおよそ

捉えていただくというように利用者の便宜を図る、開発行為等に係る許認可等に

ついて行政内部での相互調整機能も担うという具体的な指針ということでござ

います。 

 この資料の最後のところ、３ページをお開きいただきたいと思います。「土地

利用基本計画図の例」ということで、計画図の例がございます。囲みが２つござ

いますけれども、左側の「計画図の例」というところで、この図について「五地

域」とあります。都市地域、農業地域、森林地域等々ですが、色が、赤、黄色、

緑、青と、こういうふうになっております。例えば、赤は都市地域ということで

すが、これと、例えば森林地域が重なっているとか農業地域が重なっているとか

というのが見てとれると思います。 

 今回、審議会に係るという部分につきましては、例えば赤の都市地域というエ

リア、このエリア内で開発が行われますが、都市地域のエリアの外でさらに拡大
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して開発を行いたいという場合は、土地の変換・拡大という形でこちらの審議会

のほうに土地利用基本計画の変更という形でかかるというものでございます。そ

のようにご覧になっていただければと思います。 

 参考資料１－１ページのところをご覧いただきたいのですが、体系図でござい

ます。左側、国土利用計画法の枠組みというものですが、国土利用計画、全国、

都道府県、市町村、それぞれの各段階で国土の利用に関する基本的な事項を定め、

国土利用計画が策定されているというようなことでございます。その中でも全国

と都道府県の国土利用計画を基本といたしまして、右側にいきますが土地利用基

本計画が策定されています。本日、審議していただくものです。 

 この土地利用基本計画ですが、体系図の右側に記載さているように、先ほどか

ら言っている五地域が計画図に設定されるということですが、それぞれの地域に

都市計画法、森林法といった個別の土地規制法が存在いたします。それぞれ個別

の土地規制法に基づきましてそれぞれの個別に個別計画を策定しております。今

回の本審議会にかかる案件につきましては、面積が比較的 10 ヘクタールと大き

なものですが、それぞれの個別の計画の中では小さいものもすべて含まれるとい

うことで、より詳細な区域指定を行っているというような状況にございます。土

地利用の混乱を防止する、適正かつ合理的な土地利用を図るために土地利用につ

いては各個別の規制法に基づく諸計画の上位計画ということで、行政内での相互

調整を担っているというものでございます。 

 この土地利用基本計画を変更する手続きになりますけれども、同じ１ページの

真ん中ほど、（３）の「策定手続」というものをご覧になっていただきたいと思

います。変更する場合においては国土利用計画法の定めによりまして、この審議

会での審議のほか、該当する市町村の意見を聞いていただきまして、その上で国

土交通大臣と協議するということになります。なお、これからご審議いただく案

件につきましては、資料１の４ページをご覧いただきたいと思うのですが、４番

ということで「市町村への意見聴取等の結果」というものがございます。記載し

てありますとおり、該当する各市町村から異議がない旨、事前に承っているとい

うことでございます。 

 今回、この案件につきまして、審議のポイントについてお話しさせていただき

たいと思います。 

 今回の案件、すべて森林地域を縮小するというものでございます。通常、開発

の前段階ということで、それぞれの個別計画の段階でいろいろこの審議会に図ら

れるわけですけれども、本来のケースといいますのは、森林地域ですので森林部

門なのですが、一方的にこれを縮小していくという特別なものでございます。こ

れらの案件は森林審議会において当該区域の林地開発、いわゆる民有林について

の伐採などでありますけれども、これについて専門的見地からその適否の審議を

経て許可を受けた案件であるということであります。開発が完了し、当該区域が

森林として整備・保全する必要がなくなったことを検査で確認できたということ

でございます。先ほど伐採というふうに申し上げましたが、伐採だけではなくて、

これは伐採することによって水害とか災害が発生するおそれがありますので、例
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えば調整池をつくるというような指摘が出るというような、そういった調整池も

全部完了しているというようなことを検査で確認した上で土地利用基本計画図

の変更を行うというものでございます。本審議会での審議を経て、変更が適当で

あると認めていただいた後に、再度、森林審議会のほうでの審議を経て地域森林

計画を変更するということであります。 

 そこで、今ほど私、ご説明いたしましたが、通常、この審議会に諮るというの

はあくまでも開発の前の段階になります。その開発前の段階で、その個別の計画

についていろいろご審議いただきまして、意見等が皆様から出されれば、それを

審議会のほうに一回フィードバックすると、それでもう一回計画を練り直すとい

うようなことになっていくわけですが、先ほどポイントということで申し上げた

ように、森林地域の減少につきましては、既に森林法の中で開発の許可、伐採と

かですとか調整池をつくるとか、そういったことで開発の許可は既に出ていると

いうことで、これは全国的にこの森林地域の減少につきましては、同じように各

都道府県にある審議会の中で、これは結果的に「後追い」になるのではないかと

いうようなご指摘が出されております。 

 そこで、事務局といたしましてここで提案させていただきたいということで、

資料３をご覧になっていただきたいと思います。「森林地域の縮小に係る土地利

用基本計画（計画図）の変更について」というものですが、１番目としまして変

更手続きの流れ、計画図を変更するには国土利用計画法の規定によりましてこの

審議会の意見を聞くということになっております。本県ではこういった囲みのよ

うに取り扱ってきたと。左側、「森林伐採等に伴う林地開発許可の流れ」という

ことで、森林審議会の審議を経まして、知事が森林の開発、これは 10 ヘクター

ルになりますけれども、これを許可することになります。「※１」になりますが、

森林法第 10 条の２にある開発許可制度では、災害防止、水害防止、水資源の確

保、環境保全の許可要件を満たしていれば、知事は許可しなければいけないこと

になっていると。メンバーはご覧のような形で構成されているというようなこと

でございます。 

 そこで許可を得て開発行為に着工いたしまして開発行為が完了いたします。開

発行為の完了確認、先ほど言った民有林の伐採をはじめ調整池等の条件がついた

ものがすべて完了しているかと、そういった確認が終了して、10ヘクタール以上

につきましてはこの審議会のほうで審議をされると。県が審議会に諮問し、審議

会が県へ答申、承認ということになれば国土交通省のほうと協議をする。その結

果、福島県の土地利用基本計画の変更がなされまして、審議会のほうにお戻しい

たしまして地域森林計画を変更すると、対象森林を森林地域から除外するという

ようなことになります。 

 ここで、この表の右側の真ん中ほど、「土地利用計画の変更を審議※２」とご

ざいます。下のほうに注釈がありますが「※２」、個別法である地域森林計画の

対象森林を除外するには、事前に上位計画である土地利用基本計画の森林地域を

除外する必要があるということで、この審議会にかけなければならないというこ

とになってございます。 
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 次のページ、２ページのほうにまいりまして「現状」でございます。同じよう

なことでございますが、森林審議会での審議を経まして、林地開発を知事が許可

する。伐採等の完了により既に森林でなくなった地域については、森林法では地

域森林計画からの除外が既に予定されているということで、都道府県はどこの審

議会もそうですが、審議会における審議の余地が少ない状況になっているという

ことでございます。しかしながら、今ほど申し上げたように、この前ページの「※

２」でご説明したとおり、個別法としての地域森林計画の対象森林を除外するに

は、事前に上位計画である土地利用基本計画の森林地域を除外する必要があると

いうことなので、この審議会で、開発行為の完了に伴って森林地域の縮小につい

て説明をいたしまして、審議をいただいて皆様のご承認を得る必要があるという

ことで取り扱うようにしたというようなことでございます。 

 「後追い」ではないかという意見が全国から出されているものですから、それ

を受けて、国交省といたしましては、「後追い」ではないかとの意見があるもの

ですから、国は平成 25年３月 22日付けの通知文で「土地利用基本計画等に係る

運用指針」を策定いたしまして、計画図の変更に係る審議会の運営等につきまし

ては、会議の手続きの簡素化や具体的な工夫例等を挙げまして、各都道府県の判

断により弾力的な運営が可能であるという考えを示したということです。それが

波線の四角でございます。 

 国土審、この総合計画審議会ですが、「一定の事項については、国土審の意見

を聴いたものとして取り扱い、事後、国土審に報告する」、いわゆる専決、具体

的には会長のほうで専決をいただいて計画図のほうを変更して、そのことをこの

審議会に報告するというものであります。「特に森林地域の縮小案件については

専決の取り扱いとしている都道府県がある。これは、森林の縮小については、林

地開発後の事後的な変更ということもあり、審議会における議論の余地が少ない

というような理由による。審議会における議論を効率的に行うという点からみて

も、このような対応を行うことは一考である」ということが国のほうから示され

たと。 

 これを受けまして４番、「他県の状況」です。昨年の２月に神奈川県国土利用

計画審議会、いわゆるこの審議会ですが、こちらのほうの資料を紹介させていた

だきますと、この通知を受けまして、既に 10 府県において審議会の運営方法等

を見直し、その取り扱いは２パターンあるというようなことであります。 

 （１）として、「審議会に報告することにより、審議会の意見を聴いたものと

して取り扱い、計画図の変更を行う」、これはこの審議会に報告だけするという

ようなことでございます。それで諮問事項を報告事項に変更するというようなこ

とであります。 

 ３ページ、次のページですが、（２）「審議会の意見を聴いたものとして取り扱

う」、これは先ほど説明した会長専決というようなことでございます。そのよう

に事前に取り扱うので計画図の変更を行う。その取り扱いを行ったことについ

て、事後、審査会に報告するというようなことでこれに対応しているというよう

なものでございます。 
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 「※」でありますが、では、意見が全くないのかということにつきましては、

この報告という中で審議会での参考意見を述べていただくことが可能だと。なぜ

こういうことを申しますかといいますと、これもやはり意見を述べさせていただ

くといっても、では森林審議会で既に開発を許可したものがひっくり返るかとい

いますと、それはひっくり返らないということですので、しかしながら意見を述

べていただいて、森林部局の次回以降の開発許可にあたり参考にしてもらうとい

うふうにしていきたいというふうなことであります。 ５番目、「今後の対応」

ということですが、次回の審議会で具体的には対応を考えていきたいと考えてお

ります。 

 こういった国・他県の見直し状況を踏まえまして、審議会の運営方法について

変更したいと、四角の件、もう既に国なども説明をしているということで、内容

といたしましては、会長専決後に審議会へ報告する方法というところを軸に進め

ていきたいということを考えているというようなことでございます。具体的に

は、「総合計画審議会運営規程」というものがございますので、この改正という

ものを次回の審議会にお諮りしたいというようなことを考えてございます。 

 こういうお話を聞いていただきました上で、今回の案件、４件ございますが、

ご説明させていただきたいと思います。 

 資料１ということですが、資料１は五地域区分の変更概要について、資料２で

ありますが、変更案件ごとに変更区域の説明図・変更区域図・航空写真等につい

て掲載しているということであります。 

 資料１の２ページをご覧いただきたいと思います。まず、１件目ですが、白河

市萱根・豊地地区において森林地域を 51ヘクタール縮小するものでございます。

この地区は福島県企業局による工業団地「工業の森・新白河」として林地開発が

完了したものであります。当該地域は、資料１の２ページにあります変更地域の

重複状況のとおり、都市地域と農業地域には変更がない、森林地域だけを減少す

るというものでございます。資料２の３ページの航空写真をご覧いただきます

と、赤い線を引かせていただきましたが、この部分でありますが、既に整地が完

了して現況が森林ではないということがご覧いただけるかと思います。 

 案件の２番目ということで、乃木坂トラスト太陽光発電事業ということです

が、白河市萱根金ヶ平・金子平地区において、森林地域を 20 ヘクタール縮小す

るというものでございます。この地区では株式会社乃木坂トラストが出力 8,000

キロワットの太陽光発電事業を営んでおり、資料１の２ページの変更部分の重複

状況にありますとおり、都市地域に変更はございません。資料２の６ページ掲載

の航空写真をご覧いただくと、赤で囲んでありますが、整地が完了し、一部、太

陽光パネルが設置されている様子がうかがえるというものでございます。 

 ３件目であります。矢吹町中島村において森林地域を 17 ヘクタール縮小する

ものでございます。矢吹町中畑南地区・中島村滑津地区にまたがるこの地区は、

株式会社ユーラスエナジーホールディングスが出力 8,000キロワットの太陽光発

電施設であるユーラス矢吹中島ソーラーパークを整備し、平成 27 年３月から操

業を開始しております。資料１の２ページの変更部分の重複状況にありますとお
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り、都市地域と農業地域に変更はございません。資料２の９ページのほうにござ

いますけれども、航空写真が撮れませんでしたので低地から見たということです

が、これをご覧いただきますと、赤で囲んでいる部分ですが、こういった整地を

行っている状況がご理解いただけるかと思います。 

 ４つ目でございます。資料１の２ページから３ページに記載がありますけれど

も、これは常磐自動車道の新地、相馬、浪江、富岡インターチェンジ及び鹿島の

サービスエリアというものでございます。これにつきましては平成 27 年３月に

全線開通した常磐自動車道の新地、相馬、浪江、富岡の各インターチェンジ及び

南相馬市の鹿島サービスエリア、合計で 24 ヘクタールを必要とするものでござ

います。それぞれ個別の森林地域の縮小面積は、新地が５ヘクタール、相馬が４

ヘクタール、鹿島サービスエリアが所在する南相馬市については５ヘクタール、

浪江が６ヘクタール、富岡が４ヘクタールとなります。なお、資料１の２ページ

にあります変更部分の重複状況にありますとおり、都市と農業地域に変更はござ

いません。 

 次に、県全体の面積変更、資料１の１ページをご覧いただきますと、総括表に

なっておりますけれども、今回の変更により森林地域は 112ヘクタール減少し、

変更の森林地域の面積は 99万 1,654ヘクタールとなるということでございます。

今後の手続きにつきましては、本日の審議会のご承認をいただいた後に国との協

議を行い、土地利用基本計画の変更が決定されるということでございます。 

 以上が、本日、委員の皆様にご承認いただきます「福島県土地利用基本計画の

一部変更について」でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 ご説明ありがとうございました。大きく、今の内容は２つに分かれるかなと思

います。資料１に基づく福島県土地利用基本計画の一部変更ということで、４カ

所合わせて 112ヘクタールの森林を減少させるということでございます。この点

について、先ほど冒頭で質問がありましたので、これをこの審議会として認めて

いいかということの判断をしていただくというのがひとつです。 

 ただ、今の説明にもありましたけれども、この森林地域に関しては、既に森林

審議会のほうで審議を経ていると、そして現況も森林ではなくなっていて、この

審議会に対しては事後報告になっているということで、毎回ですけれども、ここ

でもあまり議論が出なくて何を論じていいのかわからないという声も多かった

ように思います。 

 そこで、次回以降の取り扱いについては、資料３にありましたけれども、この

３ページですね、審議会の意見を聴いたものとして取り扱い（専決）計画変更を

行う、審議会に対しては事後に報告をすると、その際にも委員の皆様には意見を

出していただくというふうに、手続きを次回からは変更したいというのが２つ目

の柱かと思っています。 

 整理した上で、まずは今回については従来どおりということですので、この点

に関して何かご質問あるいはご意見等がありましたらお出しいただければと思

います。よろしくお願いします。 

 今回の４地域の中で、２カ所、太陽光発電のための開発が行われたというふう
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に拝見いたしました。十分これまでの森林審議会のほうでの審議はなされている

ということは承知しておりますけれども、環境面で安全というよりも、景観面で

今後森林を開発する場合においては、特に太陽光発電の場合には膨大な面積を必

要といたしますので、景観面での配慮をしていただくようにお願いしたいと思い

ます。 

 以上です。 

 それは今後に向けてのご要望ということで伺ってよろしいですか。 

 ほかにいかがでしょうか。２つ目の、今後、少し議事の効率化するために、手

続きというか、報告事項として扱いたいという提案のほうも含めてご意見をいた

だければと思いますが、いかがでしょうか。 

 今後の手続きについて、資料３の４の（２）のとおりとするということで結構

だと思うのですが、この審議会で参考意見を述べた場合の意見の反映の仕方です

けれども、４県においては専決後、審議会に報告し、意見について森林部局の次

回以降に参考にしてもらうということになっていますが、最初に資料３の１ペー

ジで説明があったように、林地開発については許可要件を満たしていれば知事は

許可しなければならないということからすれば、森林審議会でその案件について

の議論の余地はほとんどないという部分もあると思います。そういう観点からす

ると、今ほど和田委員からあったように、この許可要件には環境保全とか水資源

の確保とか水害の防止、災害防止という、こういった許可要件しかないようです

が、例えば景観ですとかそういったものを新たに本県においてそういった部分も

審議の対象に、あるいは事前に規制の対象にすべきではないかというのであれ

ば、やはり森林審議会そのものに当審議会の意見なども反映していただく必要が

あるのかなと思いますので、森林部局の次回以降の参考にとどまらず、やはり森

林審議会のほうにしっかり当審議会であった意見については伝えていただく必

要があるのではないかと思いますが、その辺、事務局のほうではどのようにお考

えなのでしょうか。 

 それでは、実際、森林審議会での議論の状況であるとか、今、具体的には景観

について出されましたけれども、その辺の実際についてご存じでしたら事務局の

ほうから説明していたければと思います。あるいは担当部局、いかがでしょうか。 

 森林保全課です。よろしくお願いします。 

 ただ今のお話にありましたように、景観関係、こちらのほうについてのお話も

あったのですけれども、森林審議会のほうで審議している中身の中では、環境の

保全ということの内容を審査しております。こちらのほうにつきましては、特に

やはり市街地とか主要地方道とか、景観を重視する箇所につきましては、残置森

林という規定がございまして、開発区域のエリア外からだいたい 30 メートルぐ

らいの林帯幅を追加して、なるべく景観に配慮したような開発をするということ

で、そういったこともひとつとして審査をしている状況にございますので、これ

から森林を審査する段階は、皆さんのご意見をさらに活用させていただきまし

て、慎重なる審議をしながら開発の許可のほうに取り組んでいきたいと考えてお

ります。 
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 いかがでしょうか。 

 執行部としてそういった考え方も反映しながらということでありますが、やは

り森林審議会そのものに対しまして、この審議会であった意見というものをしっ

かりとお伝えいただければと思いますので、よろしくお願いします。 

 ありがとうございます。ほかにいかがですか。 

 それでは、まず、諮問がありました「福島県土地利用基本計画の一部変更につ

いては、これを適当と認めて、その旨、答申するということでよろしいでしょう

か。 

（「異議なし」という声あり） 

 それでは、その答申の文案については私のほうに一任させていただいて答申書

を作成させていただくことにいたします。 

 それから、次回以降ですけれども、今ご意見がありましたけれども、専決事項

として扱って、この審議会に対しては基本的に報告すると、ただし、ここで出さ

れた意見についてはしっかりと森林部局をとおして森林審議会のほうにもお伝

えいただくということで確認というか意見を申し述べるということでよろしい

ですか。 

（「異議なし」という声あり） 

 ありがとうございました。では、そのようにさせていただきます。 

 

――議事２ 総合計画の推進について―― 

 それでは、続きまして議事の２、総合計画の推進について、事務局から説明を

お願いします。 

 当審議会の事務局を所管しております復興・総合計画課、助川と申します。ど

うぞよろしくお願いを申し上げます。 

 資料の４、資料の５をまずお願いしたいと思います。２点ほど審議の前にご報

告のほうをさせていただきたいと思います。 

 資料の４でございますが、こちらは昨年度、平成 27 年度でございますけれど

も、総合計画審議会の皆様にいろいろと進行管理等のご議論をいただいておりま

す。そちらにつきまして、昨年の 12月 11日、塩谷会長から内堀知事に意見の具

申を行っていただいております。その意見具申を受けまして、県といたしまして

県の方針を決定し、それを 28 年度、今年度の当初予算に反映した状況を取りま

とめさせていただいたものでございます。 

 こちら、４つごとの分野に分かれておりますので、それぞれの分野ごとにかい

つまんでご説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、Ⅰ番の「総合計画全般」についてでございます。②でございますけれど

も、“人口減少・高齢化の進展を見通しながら、「地方創生総合戦略」等を通じま

して持続可能な地域社会を上げること”とのご意見をいただいておりました。こ

ちらにつきましては、右側になりますけれども、施策への反映状況の②でござい

ますが、昨年 11 月に「福島県人口ビジョン」を策定しますとともに、12 月には

「ふくしま創生総合戦略」というものを策定させていただいております。一部、
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27年度、先行的に事業に取り組んでございまして、本年度、当初予算の中に盛り

込ませていただいて本格的に取り組むこととしております。 

 Ⅱ番の「人と地域」についての意見でございます。②でございますが、避難地

域 12市町村についてのご意見でございました。“広域的な課題について県が主導

的にかかわるべきである”とのご意見をいただいてございました。こちらに対し

ましては右側の②でございますけれども、１番目になりますが「被災地域生活交

通支援事業」といたしまして、地域公共交通ネットワーク構築のための検討を行

うというような体制を今年度から立ち上げたいということで対応してまいりま

す。また、双葉地域の二次医療の提供体制の確保事業といたしまして、県立医科

大学と連携をいたしまして、双葉地域の二次医療救急体制を確保する取組を今年

度から始めてまいります。 

 意見の③番でございますが“被災者支援、時期を区分しながらまちづくり施策

に取り組むことが必要である”とのご意見でございましたが、こちらにつきまし

ては、昨年度、県の復興計画を審議会の皆様にもご議論いただきまして第３次を

策定しております。それを踏まえまして、まずは住民が安心して住み、働き、心

豊かに生活できる環境整備に取り組むということで、28年度、今年度におきまし

ては、③番でございますけれども、「原子力災害被災事業者事業再開等支援事業」

といたしまして、被災 12 市町村で被災いたしました中小企業・小規模事業者の

事業の再開等を集中的に支援をする、そうしまして働く場の創出、買い物をする

場など、まち機能の早期回復を図っていくといったことを集中的に今年度取り組

んでいくこととしております。 

 ページをおめくりいただきましてⅢ番でございます。①でございますけれど

も、“既存企業への充実も図るべきではないか”というご意見をいただいてござ

いました。こちらにつきましては、右側の施策にもございますように、①でござ

いますが、資金面での融資枠の確保に加えまして、相談支援体制の充実を図るな

ど、既存の企業の皆様に対しての支援というものも充実を図っていくということ

で取り組んでまいります。 

 ③番でございますが、“イノベーション・コースト構想の実現、この中で、地

元に還元される循環型経済を構築する必要があるのではないか”というご意見を

いただいていたかと思います。こちらにつきましては、右側にございますけれど

も、③番でございますが、イノベーション・コースト構想の推進の中で、地元企

業等と連携する企業が実施する実用化開発等に対する補助を実施するというこ

とで、地元企業の能力を生かした形の事業に対しまして、補助を通じまして支援

をしていくというような取組を進めてまいります。 

 ④番でございますが、こちらは地域主体の観光再生でございます。観光につき

ましては、④番右側でございますけれども、教育旅行の再生事業、あるいは「ふ

くしまＤＭＯ推進プロジェクト」等に取り組んでいくということをしておりま

す。 

 ⑤番、農業に関してでございますが、こちらにつきましては、全国新酒鑑評会

での金賞受賞数が３年連続日本一になった本県の強みを生かした形で、福島の酒
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につきまして「ふくしまプライド日本酒の里づくり事業」を推進してまいります。

また、東京オリンピック・パラリンピックにおける県産食材の供給に向けた取組

を開始していくということとしております。 

 次のページ、３ページをお願いいたします。Ⅳ番「安心と安全」の部分でござ

いますが、①としまして“治安対策、防災対策、除染、健康調査等に万全を図っ

ていくことが必要である”というご意見に対しましては、右側にございますよう

に、28年度の事業といたしまして、「被災地、被災者の安全・安心確保事業」、あ

るいは「市町村除染対策支援事業」「県民健康調査事業」等に継続的に取り組ん

でいくこととしております。 

 Ⅴ番の「思いやり」につきましては、“コミュニティの維持”に関するご意見

をいただいております。こちらにつきましても、右側でございますが、「生活拠

点コミュニティ形成事業」といたしまして、避難先における新たな生活拠点の形

成を支援するため、コミュニティ交流員を配置し交流活動を推進する、あるいは、

「交流相談支援事業」といたしまして、避難した県民に対しまして交流の場の提

供や相談支援などの各種支援を進めて参ります。 

 資料の５をお願いしたいと思います。こちらは、委員の皆様方にもご出席をい

ただきました地域懇談会で出された意見を取りまとめたものでございます。昨年

の７月から８月の上旬にかけまして、県内７地域８カ所で開催をさせていただい

たものでございます。こちらにおきまして様々な分野についてのご意見が出され

ておりますけれども、まずは概略を申し上げますと、“医療の人材の確保”とい

うお話が県北地区、県中地区、相双地区、いわき地区等で出されておりました。   

医療の人材確保につきましては、施策の反映状況の上段にございますけれど

も、医療機関等が行う医療人材、あるいは浜通りの医療機関の看護職員確保の取

組に対しての補助などの取組を進めて参ります。 

 また、“農業”についてのご意見も、県南地区、会津等でいただいておりまし

た。こちらにつきましては「元気な農村創生企業連携モデル事業」といたしまし

て、企業との連携による農村地域の雇用と所得の確保を進めて参ります。 

 また、“復興・帰還者支援”についてのご意見をいただいてございまして、一

番下になりますけれども、この中では「ふるさとふくしま帰還・生活再建支援事

業」といたしまして、避難をしました県民の皆様に対しまして、応急仮設住宅等

から県内の自宅等への移行や一定期間の住宅確保を支援いたしまして、避難者の

一日も早い帰還や生活再建に結びつけていくと、こういった事業に精力的に取り

組んでいくということで考えております。 

 報告の第１点目の昨年度の審議会からいただきましたご意見に対する反映状

況は以上でございます。 

 ありがとうございました。既に意見のところについては皆様にご確認いただい

ているかと思うのですが、それらに対する県の対応方針と施策への反映状況とい

うことでご説明いただきました。何かご質問あるいはご意見等はいかがでしょう

か。 

 大泉です。今ご説明いただいた資料の２ページ目ですか、Ⅲの「活力」の中の
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④「ふくしまＤＭＯ推進プロジェクト事業」ということで、今、観光等、ＤＭＯ

の組織をつくって一体的に観光をデザインして推進していくという動きが加速

していると思うのですけれども、福島でこのＤＭＯ推進プロジェクト事業を行う

にあたり、どのような仕組みというか枠組みで推進していかれるのか、たぶん、

いきなりＤＭＯをつくろうというのは難しいので、ある程度のプロセスが必要に

なると思います。あるいは、モデルケースみたいなものを最初につくって広めて

いくパターンがあるかと思います。その辺、どのようなお考えでやっているのか

質問したいと思います。 

 観光交流局の菅沼と申します。ＤＭＯについてのお話でございますけれども、

これは制度的に国で進めている制度でございまして、最終的には観光庁によるＤ

ＭＯ認定という手続きに関わって参ります。そのためには体制を整備し、そして

計画というものを作成して観光庁に提出していくという手続きになるわけでご

ざいます。そのために、これは昨年、平成 27 年度からでございますが、補正予

算で調査事業を上げまして、県内各地域、また圏域でのＤＭＯへの取組について

希望、意向というものをとってございます。圏域でのＤＭＯの取組、それから各

市町村レベルで取組、それぞれに今進んでいるところでございます。新年度とい

うか、28年度、本年度でございますが、引き続いてその計画策定への支援という

ものを通じまして、早期の観光庁認定というものを目指しているところでござい

ます。 

 持続的な観光振興というものには、どうしても様々な主体の連携の核、ハブと

なる機関が重要になって参ります。ぜひ、新たな観光の中心的な担い手となるこ

のＤＭＯを進めていきたいというふうに考えているところでございます。 

 そうしますと、県全体をエリアとするＤＭＯと、各市町村をエリアとするＤＭ

Ｏと、両方のパターンを今やってらっしゃるということですね。 

 よろしいですか。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 資料４の２ページでございますが、同じ「活力」のところの②です。県内の若

者の定着のところでございまして、28年度の主な事業の中に「ふくしまで生活基

盤を築くための高校生支援事業」とあります。本日の新聞報道にもあったように、

県内の高校生の離職率は１年で 20％以上が離職してしまっているという状況、も

ともと全国より多少は高い状況ではあったのですが、22年度よりは全国との差が

圧縮されていても、依然として高い離職率であるということで、せっかく福島県

内に一度職を得ても、離職したあとは県外に行ってしまう可能性は高いわけでご

ざいますので、この事業、従来の事業とどういう部分が違うのかご説明いただけ

ればありがたいです。 

 ありがとうございます。それでは担当部局よりお願いします。 

 福島県教育庁です。本事業につきましては、昨年まで配置してございました就

職促進支援員を、新たに進路アドバイザーというふうに代えまして、企業と求人

者のマッチングをさらに図ることができるようなきめ細やかな相談体制の充実

と、併せまして、県外の高校にいる高校生が福島県での就職を希望する、そのよ
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うな場合も新たに対応できるような形で事業を組み直して新たに行ってござい

ます。 

 以上でございます。 

 今のご説明でよろしいですか。 

 県外から帰還を希望する高校生に対しても事業を行うという部分が特に新し

いところだということでございますが、やはり職業観というものについてまだ高

校生がしっかり持っていない。マッチングがうまくいっても、結局、仕事に対す

る姿勢という部分もあるのであれば、職業教育の部分かなというところもあるの

ですが、そういった職業教育という観点では何か取組などはしているのでしょう

か。 

 福島県教育庁です。ご指摘ありがとうございます。教育委員会としましては、

本事業とは異なる事業でございますけれども、インターンシップ等の充実を図る

ような取組を現在もこれまでも実施しておりますが、ご指摘のございましたとお

り、本日の新聞等の状況を踏まえまして、さらにきめ細やかな指導の充実に努め

ていきたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

 ほかにいかがでしょうか。お願いします。 

 観光についてお尋ねしたいのですけれども、素敵な観光地域というのは結構奥

地にあったりして、交通手段がなくて来られない方がたくさんいらっしゃいま

す。私は南会津なので栃木県の観光地がすごく近いんですね。日光、鬼怒川、塩

原、那須あたりがすごく近いのですが、そちらから流れてくるお客様というのは

案外期待ができます。ただ、そのエリアの観光に来られるお客様というのは割と

60 代、70 代の方が多くて、ご自分で運転してあちらこちらを回ることができま

せん。そういうことを考えると、福島県の素晴らしいところの交通のアクセスが、

中心地だけでなく、また従来の観光地だけでなく、もっと多岐にわたって充実し

ていれば、もっともっと福島県のよいところを発信できるのではないかと思って

おります。でも、読んでみますと交通手段の充実というところがあまり私には見

えてきていないので、その点に関してはどのようなお考えなのかなと思います。 

 ありがとうございます。今回の資料はこちらの審議会で出された意見に対応す

るものをまとめていただいたものですので、それ以外の施策も講じられていると

思いますけれども、それでは担当部局のほうからお願いします。 

 観光交流局といたしまして、インフラとしての生活交通ネットワークに関しま

してはなかなかお答えしにくいところではございますが、観光に関してはご指摘

のとおり、福島県は様々な県外からの入口というものがございます。南会津に関

しましてはやはり東武鉄道さんから野岩鉄道さんというルートは非常に重要な

ところでございまして、新型車両の導入の予定がございます。首都圏・北関東か

らの近さというものがこれまで以上にＰＲできるのかなというふうな状態でご

ざいます。 

 県内の、いわゆる二次交通という部分に関しましては、やはり路線バス、タク

シーといったところに様々な問題を抱えているところでございまして、そういっ
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た団体とは、いわゆる旅行商品の造成という、やはり安定したお客を確保してい

くという部分がないと、そういった業者さんの協力も得にくいというところがあ

るかと思います。ですから、観光交流局としましては、県内外、特に県外からの

旅行事業所様による旅行ツアーの造成、そして、そのツアー客の観光といったも

のに強く働きかけをして、それが県内の安定した移動交通の確保につながるよう

に進めていきたいと考えております。 

 今日は時間もありますので、ぜひ、本年度の審議の中でまたご意見を出してい

ただければと思います。 

 それでは、報告事項がもう１件ありますので、続いて事務局から説明をお願い

します。座ったままで結構です。 

 ありがとうございます。それでは座って説明をさせていただきます。 

 報告事項の２点目といたしましては、復興計画の第３次、資料の６番と、福島

の地方創生の戦略をまとめたもの、資料の７番でご説明申し上げたいと思いま

す。 

 資料の６でございますけれども、復興計画（第３次）でございます。こちらに

つきましては、昨年度、部長のごあいさつの中にもありましたけれども、被災 12

市町村の将来像に関する国の提言が出たりですとか、イノベーション・コースト

構想の具体化に向けた動きという中で、本総合計画審議会におきましても３回に

わたりまして復興計画の見直し部会等でご審議をいただいておりまして、その意

見を踏まえて改定させていただいたものでございます。 

 全体といたしましては、ページの３ページにございますが、Ⅲの主要施策のと

ころですけれども、ここの「ⅰ 復興へ向けた重点プロジェクト」としまして、

１番の避難地域等復興加速化プロジェクトから 10 番の復興まちづくり・交流ネ

ットワーク基盤強化プロジェクトまで、それぞれの分野ごとに重点プロジェクト

10という形でまとめさせていただいております。 

 その中でも特徴的なプロジェクトについて３点ほど説明させていただきたい

と思います。ページをおめくりいただきまして４ページでございますが、１番と

いたしまして「避難地域等復興加速化プロジェクト」でございます。こちらは２

本柱からなってございまして、まず１本目といたしましては、平成 29 年３月の

避難指示解除を見据えた環境整備を図っていくということで、１番としまして、

安心して暮らせるまちの復興・再生、もう１点としましては、イノベーション・

コースト構想の具現化の動きがございます。こちらに対応した形で、２番といた

しまして、世界のモデルとなる復興・再生を行っていくといったことを２本柱と

して掲げさせていただいております。これに基づきまして具体的な事業展開を図

ってまいります。 

 ２点目の特徴といたしましては、ページをおめくりいただきまして７ページで

ございますが、８番の「新産業創出プロジェクト」でございます。こちらにつき

ましては、１番の再生可能エネルギーの推進、２番の医療関連産業の集積、こち

らは第２次の復興計画の中に盛り込まれていた部分でございます。これに加えま

して、３番といたしましてロボット関連産業の集積、これを含めました３本柱で
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「新産業創造プロジェクト」に取り組んでいくということでございます。ちなみ

にでございますけれども、再生可能エネルギーにつきましては、本県の目標とい

たしまして、2040年を目途に県内エネルギー需要量の 100％以上を再生可能エネ

ルギーで賄うというような目標を立ててございますが、これの実績値といたしま

しては、平成 27年度現在で 26.6％を達成しているというところでございまして、

今後も精力的に進めてまいります。 

 ３点目の特徴といたしましては、６ページの９番、「風評・風化対策プロジェ

クト」でございます。農産物の全国との価格差、こちらにございますように、米、

桃とございます。また、観光客の入込数としましては 80％程度の回復でございま

すが、教育旅行あるいは外国人宿泊者につきましてはまだ 50％にも満たない状況

でございますので、９番の「風評・風化対策プロジェクト」の中で力を入れて進

めてまいりたいということで取りまとめさせていただいております。 

 もう１点の報告といたしまして、資料の７番でございますが、人口ビジョン「ふ

くしま創生総合戦略（概略版）」からのものでございます。こちらは、地方創生

の中で、国の「まち・ひと・しごと創生法」という法律が平成 26年 11月に制定

されておりまして、それを受けまして、本県として人口ビジョン総合戦略をまと

めたものの概要版でございます。 

 １番の人口ビジョンにつきましては現状分析といたしまして、ここに記載がご

ざいますように、1997年が県の人口のピークでございますが、これをピークに人

口は減少を続けていくという推計をしておりまして、このままになりますと 2040

年に約 147万人、2015年の約８割の人口になる推計をしております。 

 ２ページ、３ページは自然動態と社会動態の状況でございますが、自然動態に

つきましては、2003 年、平成 15 年以降、自然減少が続いているという状況とな

ってございます。３ページは社会動態でございまして、こちらにつきましても、

バブル期に一時転入超過となりましたが、1996年以降は転出超過の状況が続いて

ございます。こちらの状況につきましては、全国的に地方におきましては同じよ

うな傾向となっておりまして、特に 20歳から 24歳の就職・進学のときの転出が

多いというような状況となってございます。 

 これらを踏まえまして人口目標を掲げておりまして、４ページでございます

が、４ページの中ほど、人口目標の設定といたしまして、出生率といたしまして

は、福島県民の希望出生率、調査によりますと 2.16 人となってございますが、

これを 2040 年に達成する。社会増減の移動率につきましては、2020 年に社会動

態±ゼロを実現すると。この前提条件に立ちますと、達成した場合、2040年には

162万人が確保されるということで、2040年に県の総人口 160万人程度の確保を

目指すということを目標として掲げさせていただいております。 

 この人口目標を達成するための総合戦略が５ページ以降となってございまし

て、こちらの中では、５ページの③でございますが、４つの基本目標を立てさせ

ていただいております。１つ目としましては「雇用を創出する」、２つ目といた

しましては「新しいひとの流れをつくる」、３つ目としましては「結婚・出産・

子育ての希望をかなえる」、４番目としましては「輝くまちをつくる」、この基本
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目標を達成するために７つの重点プロジェクが６ページ以降にございまして、１

つとしましては、何としても仕事づくりが重要であるということで、「ふくしま

の雇用・起業創出プロジェクト」を１番目に掲げてございます。７ページ以降、

２番目のプロジェクトとしましては「若者の定着・還流プロジェクト」、３番目

といたしましては、本県の基幹産業でございます「農林水産業しごとづくりプロ

ジェクト」、４番目のプロジェクトといたしましては「定住・二地域居住推進プ

ロジェクト」を掲げております。５つ目としましては、先ほど来お話が出てござ

います「観光コンテンツ創出プロジェクト」でございます。９ページをお願いい

たします。６番目のプロジェクトとしましては、結婚・出産・子育てに関しまし

て「切れ目のない結婚・出産・子育て支援プロジェクト」でございます。７番目、

最後でございますが、「“イノベーション”のまちづくりプロジェクト」といたし

まして、廃校・空き家を活用した交流拠点の整備等を進めて参るというプロジェ

クトでございます。 

 こちらの総合戦略につきましては、総合計画の中に重点プロジェクトといたし

まして、「人口減少・高齢化対策プロジェクト」というものが総合計画のプロジ

ェクトに入っておりますが、それを具体的に進める実行計画の位置づけとして挙

がっているところでございます。 

 報告といたしましては以上でございます。 

 ありがとうございました。第３次復興計画、それから人口ビジョン、総合計画

についてご説明していただきましたけれども、何かご質問はありませんか。 

 ご説明ありがとうございました。今の説明になかったところなのですけれど

も、10ページの下の４番のところに「推進・検証体制」というところ、私として

はものすごくいいところだなと思って拝見させていただきました。 

 私事にはなるのですけれども、昨年１年間この委員ということをさせていただ

きまして、非常に素晴らしい経験をさせていただいたというふうに思っていると

ころではあるのですが、果たしてこれらの計画をつくった中で、どういう役割を

していくべきなのかと思ったときに、そこの中でいうところのチェックをする立

場、チェックをするという機能なのか、もしくはアクション、それを改善すると

いうようなご提案をするというのが私たちに求められている役割なのかという

ことがこの会議自体の中でもう少し明確になってくると、より具体的な計画に対

しての実行体制ができるのではないかと思っていたところでしたので、こちらの

機能に関してお考えいただければありがたいかなと思うところでした。 

 以上です。 

 今ほどの 10ページの４番、「推進・検証体制」のところについてでございます。

こちら、総合戦略につきましては、国からの指導がございまして、「産学官金労

言」というそれぞれの分野から民間人等を入れた有識者会議を設置して、そちら

で策定をする、そして検証の体制をやっていくというようなこととなってござい

ます。 

 今ほどご説明を申し上げましたが、総合計画の中の人口減少対策プロジェクト

の中の実行計画的な意味合いということもございまして、その有識者会議、「産
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学官金労言」の有識者会議につきましては別の有識者会議を立ち上げてございま

す。そちらの中でチェックをいただくとともに、いろいろとご提言をいただきな

がら具体の事業を回すということでございます。 

 ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

 よろしければ、ここから議事のタイトルになりますけれども、総合計画の推進

について、事務局から説明をお願いします。 

 配布させていただいております資料の８番につきましてご説明させていただ

きます。内容といたしましては、本年度の審議会の進め方についてご協議をいた

だくということでご説明をさせていただきます。 

 １番の福島県総合計画「ふくしま新生プラン」でございますが、こちらは申す

までもございませんが本県の最上位計画でございます。基本目標といたしまして

「夢、希望、笑顔に満ちた“新生ふくしま”」を掲げておりまして、その中の第

３章におきまして、こちらの絵の中にございます「人と地域」「活力」「安全と安

心」「思いやり」、この４本柱の中に 22 の政策分野を設けさせていただいており

ます。 

 ２番の進行管理の基本的な考え方についてでございますが、取組の進捗評価や

直面する問題点などを整理しまして今後の取組につなげるという目的の中で、毎

年度、進行管理をお願いしたいと考えてございます。また、総合計画の５章にお

きまして、復興計画の 10 の重点プロジェクトを総合計画の重点プロジェクトに

位置づけておりますことから、復興計画と総合計画、こちらを一体的に進行管理

をしていただきたいと考えております。 

 次のページ、２ページをお願いします。３番、具体の進行管理の進め方でござ

います。こちらにつきましては、（１）番といたしまして一次評価を私ども県の

ほうで内部的な評価を行わせていただきたいと思います。（２）番としまして第

二次評価、こちらを総合計画審議会の皆様方にお願いしたいと考えてございまし

て、県が作成いたしました各種調書をもとに総合計画審議会においてご審議をい

ただきまして、皆様の意見を取りまとめ、会長に代表していただいて知事に対し

て具申していただくという流れでございます。 

 具体的な審議の進め方といたしましては、第３章で先ほどの 22 の政策分野ご

との主要施策がございまして、第５章におきまして 11 の重点プロジェクトがご

ざいますが、こちらは相互に密接に関連してございますので、この２つをまとめ

まして一体的にご審議をいただくということで資料を工夫さていただきたいと

考えてございます。 

 ３ページをお願いいたします。（３）番といたしまして、県は意見具申に対す

る県の対応方針を取りまとめまして、この内容を含めまして次年度の予算編成を

行うということで考えております。 

 なお、部会についてでございますけれども、27年度につきましては、復興計画

の見直しもございまして、審議会の中に「進行管理・復興計画の見直し部会」と

いうものを設置いたしまして少人数によりまして複数回にわたりまして集中的
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にご審議をいただいたところでありますが、28年度におきましては総合計画の進

行管理を予定してございますので、委員の皆様全員から広くご意見をいただくと

いう観点から、全体会議の場で進行管理をさせていただければというふうに考え

ております。 

 ４番の地域懇談会につきましてでございますが、昨年度も実施してございます

が、開催日程につきましては（１）番７月を目途に各地方振興局ごとに開催させ

ていただきたいと思います。（４）番の総合計画審議会委員の対応でございます

が、それぞれの地域の懇談会ごとにそれぞれ２名程度、委員の皆様方に出席をい

ただきまして地域懇談会のほうを開催させていただきたいというふうに考えて

おります。 

 最後、４ページになりますが、今の説明を図で示したものでございまして、最

後になりますけれども、真ん中ほどでございますが、次回につきましては、県の

ほうで調書を取りまとめまして、地域懇談会を経まして８月ごろに総合計画審議

会を開催させていただきたいと。知事への意見具申は９月ごろを予定しておりま

す。そして、県の対応方針を９月下旬には取りまとめて次年度の予算に反映させ

ていきたいと。こちらは昨年度と比較しますと全般的にスケジュールが前倒しに

なってございます。審議会の皆様からの意見を早めにいただくことで、29年度予

算の企画段階の当初から反映をしていくと、そういった考え方のもとにスケジュ

ールを前倒しして進めていきたいと考えております。 

 説明は以上でございます。 

 ありがとうございました。本年度の総合計画の推進についてということでご説

明をいただきました。 

 例年、微調整というか、少しずつ変えながらやっている訳ですけれども、以前

には総合計画の３章と５章を分けて議論したり、あるいは昨年も部会を設けて議

論していたのですが、本年度としては３章と５章の部分を一体的に審議するとい

うことと、部会を設けずにこの審議会の中で全体として議論を進めていくという

２点がこれまでと違うと。それから、スケジュール的にも知事への意見具申を早

めにして、企画の段階から来年度の施策に反映していくという、そういった説明

であったわけです。何かご質問あるいはご意見がありましたらお願いします。 

 特にご意見等がなければ、このような形で進めさせていただくということでよ

ろしいでしょうか。 

（異議なし） 

 皆さんには、審議会もそうですし、地域懇談会のほうもご出席いただくことに

なると思うので、どうぞよろしくお願いします。 

 ほかに、委員の皆様からこの場で何かご発言等がありましたらいただきたいと

思います。よろしいでしょうか。事務局のほうから何かありますか。 

 特にございません。 

 ないようですので、予定した議事はこれですべて終了ということです。議事の

進行にご協力いただきましてどうもありがとうございました。 
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――閉 会―― 

 塩谷会長、ありがとうございました。 

 本日は、委員の皆様、誠にありがとうございました。資料に一部不備がござい

まして、途中、進行が中断してしまったことを、この場をお借りましてお詫びを

申しあげます。誠に申し訳ありませんでした。 

 では、これをもちまして、福島県総合計画審議会を閉会させていただきます。

ありがとうございました。 

 

 

（以 上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


